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第４章 
介護保険事業の推進 
（第６期介護保険事業計画） 
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第４章 介護保険事業の推進 

（第６期介護保険事業計画） 

 

第１節 第６期介護保険事業計画の推進に向けて 

１．第６期介護保険事業計画（平成 27～29 年度）の位置付け 

新宿区の介護保険は、新宿区が保険者となって制度の運営を行っています。介護を社

会全体で支えていくという制度の目的から、その財源は、公費で50％、65歳以上の方（第

１号被保険者）と医療保険に加入している40から64歳の方（第２号被保険者）の保険料

の50％でまかなわれています。区は、介護保険法第117条に基づき、３年を１期とする介

護保険事業計画を定めることとされています。この介護保険事業計画は介護サービスの

整備計画であるとともに、区の第１号被保険者の保険料の算定基礎となる計画です。 

第６期介護保険事業計画は、平成37（2025）年に向けて、第５期から開始した地域包

括ケアシステムの実現に向けての方向性を継承していくものです。 

 

２．介護保険制度の改正内容 

   

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 注）その他、小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行や、サービス付き高齢者向け住宅の住所地特例への適用

等があります 

■地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（平成 27 年 4 月） 

・「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」「地域ケア会議の推進」「生活支援サービスの

充実・強化」 

■全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を介護保険制度の地域支援事業で実施（平成 28 年 4 月） 

■特別養護老人ホームを中重度者（原則要介護 3 以上）を支える機能へ重点化（平成 27 年 4 月） 

地域包括ケアシステムの構築 

■低所得者の保険料の軽減割合を拡大（平成 27 年 4 月） 

■利用者の自己負担の見直し（平成 27 年 8 月） 

・一定以上所得のある利用者の自己負担の 1 割から 2 割への引き上げや、高額介護サービス費の上

限額の引き上げ 

・低所得の施設利用者の居住費・食費の負担額の軽減について、対象要件に資産などを追加 

費用負担の公平化 

※（）内は実施時期 

※（）内は実施時期 
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第２節 第１号被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推移 

１．第１号被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推移と将来推計 

高齢化の進展に伴い、第１号被保険者1は増加が見込まれます。また、平成37（2025）

年には、75歳以上の高齢者数が増加することに伴い、要支援・要介護認定率2（以下、「認

定率」という）は23.7%と第１号被保険者の約４人に１人が要支援・要介護認定者（以下、

「認定者」という）になると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                            

 

 
1 区内に住所をもつ 65 歳以上の高齢者で、外国籍の方や住所地特例（介護保険施設等への入所で施設の所在地に住所を

変更した被保険者は、変更前の住所地を保険者とする特例措置）を含みます。このため、住民基本台帳人口とは必ずしも

一致しません。 
2 第１号被保険者に占める要支援・要介護認定者数の割合 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H37

第1号被保険者数 59,922人 60,418人 60,786人 62,705人 64,629人 66,312人 67,256人 68,173人 69,179人 72,400人

認定者数 11,314人 11,696人 11,435人 11,907人 12,323人 12,644人 13,136人 13,564人 13,990人 17,151人

認定率 18.9% 19.4% 18.8% 19.0% 19.1% 19.1% 19.5% 19.9% 20.2% 23.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

第 1号被保険者数及び認定者数の推移と将来推計 

第４期 

＜推計値＞ 

第５期 第６期 

注）各年 10 月 1日現在 

平成 21～26 年は実績値、平成 27 年以降は平成 25 年までの実績をもとに推計した値 
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H37

要介護５ 1,269人 1,384人 1,457人 1,416人 1,431人 1,363人 1,534人 1,589人 1,638人 2,042人

要介護４ 1,478人 1,454人 1,470人 1,497人 1,506人 1,561人 1,620人 1,675人 1,731人 2,173人

要介護３ 1,654人 1,533人 1,497人 1,494人 1,341人 1,391人 1,446人 1,496人 1,548人 1,913人

要介護２ 1,830人 1,904人 1,940人 1,913人 1,903人 1,890人 2,028人 2,097人 2,164人 2,662人

要介護１ 1,768人 1,797人 1,754人 1,985人 2,078人 2,174人 2,213人 2,286人 2,360人 2,903人

要支援２ 1,457人 1,565人 1,584人 1,670人 1,760人 1,886人 1,859人 1,915人 1,966人 2,357人

要支援１ 1,858人 2,059人 1,733人 1,932人 2,304人 2,379人 2,436人 2,506人 2,583人 3,101人

認定者計 11,314人 11,696人 11,435人 11,907人 12,323人 12,644人 13,136人 13,564人 13,990人 17,151人

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人

第４期 

＜推計値＞ 

 

要介護度別の認定者数の推移と将来推計 

11,314 人 11,696 人 11,435 人 11,907 人 
12,323 人 12,644 人 

13,136 人 13,564 人 

13,990 人 

17,151 人 

第５期 第６期 

注）各年 10 月 1日現在 

平成 21～26 年は実績値、平成 27 年以降は平成 25 年までの実績をもとに推計した値 
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２．年齢階層別の認定者数と認定率の現状 

年齢階層別で認定率を見ると、年齢が高くなるにしたがって認定率も増加します。特

に、85～89歳の区分では認定率が50%を超え、２人に１人が認定者となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成26年10月1日実績） 

 

  

年齢階層別の認定者数と認定率 

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95～99歳
100歳以

上

第1号被保険者数 18,132人 15,446人 12,711人 9,784人 6,367人 2,944人 790人 138人

認定者数 569人 1,006人 1,793人 2,919人 3,223人 2,119人 668人 119人

認定率 3.1% 6.5% 14.1% 29.8% 50.6% 72.0% 84.6% 86.2%

3.1%
6.5%

14.1%

29.8%

50.6%

72.0%

84.6% 86.2%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0人

5,000人

10,000人

15,000人

20,000人



178 

第３節 介護保険サービスの利用状況 

１．サービス別利用者数の実績 

居宅サービス利用者数は、平成12年度から平成25年度までに約2.6倍に増加しました。

平成18年度に地域密着型サービスが創設され、居宅サービスの一部が移行したことによ

り、一旦減少しましたが、平成20年度以降はふたたび増加に転じています。施設サービ

ス利用者数は、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3,237 

6,617 6,514 6,693 
6,964 

7,407 
7,816 

8,236 
8,561 

1,142 
1,496 1,473 1,557 1,547 1,544 1,605 1,586 1,556 

498 518 552 562 658 645 666 716 

人

2000人

4000人

6000人

8000人

10000人

H12 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

居宅サービス 施設サービス 地域密着型サービス

（介護保険事業状況報告 各年度末月報実績）

居宅・施設・地域密着型サービス別利用者数の実績 

 

○居宅サービス    ：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所

介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、

特定福祉用具販売、住宅改修、特定施設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援居

宅介護支援 

○施設サービス    ：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

○地域密着型サービス ：定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規

模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
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２．サービス別給付費の実績 

居宅サービス費は、利用者の推移と同様に増加しており、平成12年度から平成25年度

までに約3.5倍に増加しています。施設サービス費は、一人当たりの利用額が高いため、

全体に占める割合は利用者数に比べて高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成25年度実績） 

  

32 

76 76 77 

84 

90 
95 

105 
111 

38 

47 48 49 
51 51 53 54 53 

8 9 9 9 11 12 12 13 

億円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円

H12 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

居宅サービス 施設サービス 地域密着型サービス

（介護保険事業状況報告 各年報実績）

居宅・施設・地域密着型サービス別給付費の実績 

 

1,293千円

3,378千円

1,835千円

0千円

1,000千円

2,000千円

3,000千円

4,000千円

居宅サービス 施設サービス 地域密着型サービス

サービス別利用者一人当たりの年間給付費 
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３．居宅サービスの平均利用額（月額） 

居宅サービス１人当たりの平均利用額は、要介護度が重度化するに従って増えていま

す。支給限度額に対する平均利用割合も、重度化するに従って高まっている傾向が見ら

れます。なお、第５期までは、利用者の自己負担分は、平均利用額の１割分です。（※第

６期からは、所得に応じて１割または２割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

34,019 円
56,816 円

100,534 円
129,526 円

177,971 円
208,155 円

262,916 円

68.4%

54.6%
60.6%

66.5% 66.5% 68.0%

73.4%

0%

20%

40%

60%

80%

0円

100,000円

200,000円

300,000円

400,000円

500,000円

要支援1 要支援2 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

平均利用額 平均利用割合

（介護保険事業状況報告 平成25年度年報実績）

居宅サービスの平均利用額（月額） 

104,000 円 

165,800 円 

支給限度額 267,500 円 

194,800 円 

306,000 円 

358,300 円 

49,700 円 
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第４節 介護保険サービスの整備と利用見込み 

１．地域包括ケアの推進 

  区では、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる「地域包括ケア」

のさらなる推進に向けて、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）、

小規模多機能型居宅介護や複合型サービスといった地域密着型サービスを中心に在宅サ

ービスを充実させます。 

 

２．介護保険サービスの充実 

（１）地域密着型サービス等 

 地域密着型サービスは、各区市町村が独自に整備することができる介護保険サービス

であるため、地域包括ケアの推進の中心として整備を進めていきます。 

平成 28 年度には、西落合都有地や区立中央図書館跡地などの公有地を活用して整備を

進めている、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グル

ープホーム）やショートステイの施設が開設します。また、医療ニーズの高い要介護者

を支援する複合型サービスについては、平成 26 年度に区で初めて１所開設し、さらに平

成 27 年度にも１所開設します。   

 

 

 

①認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

  . 西 中央 東 計 

現況 目標 現況 目標 現況 目標 現況 目標 累計 

事業所 3 +1 2 +１ 3 +1 8 +3 11 

定員 54 +18 36 +18 45 +18 135 +54 189 

注）平成 28 年度に 1所（18 人）開設（西圏域） 
 

②小規模多機能型居宅介護 

 西 中央 東 計 

現況 目標 現況 目標 現況 目標 現況 目標 累計 

事業所 0 +2 3 +1 1 0 4 +3 7 

登録定員 0 +50 74 +25 25 0 99 +75 174 

 注）平成 28 年度に 3所（25 人×3所）開設（西圏域 2所・中央圏域 1所）  

整備計画 

（表中の現況：平成 26 年 9月 1日現在、目標：平成 29 年度末） 
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③複合型サービス 

 西 中央 東 計 

現況 目標 現況 目標 現況 目標 現況 目標 累計 

事業所 1 0 0 0 0 +1 1 +1 2 

登録定員 23 0 0 0 0 +25 23 +25 48 

  注）平成 27 年度に 1所（25 人）開設（東圏域） 

 

④ショートステイ 

 西 中央 東 計 

現況 目標 現況 目標 現況 目標 現況 目標 累計 

事業所 2 +3 2 0 3 0 7 +3 10 

定員 30 +67 13 0 17 0 60 +67 127 

 注）平成 27 年度に 1所（20 人）開設（西圏域） 

     平成 28 年度に 2所（20 人・27 人）開設（西圏域 2所） 

 

（２）特別養護老人ホーム 

特別養護老人ホームは、在宅生活が困難になった高齢者へのセーフティネットとし 

て整備を進めており、平成 27 年 6 月には、下落合駅前国有地を活用した特別養護老人ホ

ームが１所（定員 130 人、併設ショートステイ定員 20 人）開設します。 

 

 

  . 西 中央 東 計 

現況 目標 現況 目標 現況 目標 現況 目標 累計 

事業所 2 +1 2 0 3 0 7 +1 8 

定員 160 +130 129 0 191 0 480 +130 610 

注）平成 27 年度に 1所（130 人）開設（西圏域） 

地域密着型特別養護老人ホーム 1所含む 

  

整備計画 

（表中の現況：平成 26 年 9月 1日現在、目標：平成 29 年度末） 
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３．地域支援事業 

（１）地域支援事業の制度 

 要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、地域における包括

的・継続的ケアマネジメントを強化する観点から、区が主体となって地域支援事業を実

施します。第６期では、介護保険制度改正において、地域包括ケアシステムの構築に向

けて大幅に見直されます。 

 新しい地域支援事業は、①介護予防・日常生活支援総合事業 ②包括的支援事業 ③任

意事業で構成（Ｐ39 参照）され、財源構成は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域支援事業費の見込み 

〔地域支援事業費の見込み〕 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護予防・日常生活支援総合事業 円 円 円 

包括的支援事業 円 円 円 

任意事業 円 円 円 

地域支援事業費合計 円 円 円 

注）地域支援事業に要する経費は、制度改正における地域支援事業の費用の考え方で見込む。 

  

地域支援事業の財源構成 

[介護予防・日常生活支援総合事業] [包括的支援事業][任意事業] 

地域支援事業費については、事業内容の検討も含め

て、現在試算中である。 

第1号被

保険者
22.0%

第2号被

保険者
28.0%

新宿区
12.5%

東京都
12.5%

国
25.0%

第1号被

保険者
22.0%

新宿区
19.5%

東京都
19.5%

国
39.0%
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４．総給付費の見込み 

  高齢化の進展に伴う高齢者数及び要介護認定者数の増加による居宅サービスの利用量

の増加、地域密着型サービスや特別養護老人ホーム等の整備計画及び過去の給付実績を

踏まえて、第６期の３年間の総給付費を概算で見込んだところ、第５期の約 634 億円か

ら約 15％増加し、第６期は約 727 億円となりました。 
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100億円

150億円
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250億円

300億円

平成27年度
平成28年度

平成29年度
第6期

18億円
26億円
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18億円 39億円
43億円

58億円
58億円

58億円

128億円
122億円

130億円

約222億円
約245億円 約260億円

3年間の総給付費見込額 約727億円

居宅サービス

施設サービス

地域密着型サービス

その他（その他保険給付+地域支援事業費）

第６期の総給付費の見込み 



185 

５．介護保険サービスの基盤整備状況 
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第５節 第１号被保険者の保険料 

１．給付と負担の関係 

 65 歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、区市町村（保険者）ごとに決められ、額

はその区市町村の被保険者が利用する介護保険サービスの水準を反映した金額になりま

す。 

区の介護保険料は、３年を１期とする介護保険事業計画期間中のサービス（給付費）

の利用見込量に応じたものとなります。従って、サービスの利用量が増加すれば保険料

は上がり、利用量が減少すれば下がることになります。 

 全国平均の介護保険料基準額（月額）は、第１期の 2,911 円から第５期は 4,972 円と

約 1.71 倍となりました。新宿区の介護保険料基準額（月額）は、第１期の 3,248 円から

第５期は 5,400 円と約 1.66 倍です。 
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全国平均 新宿区

（円）
第５期までの介護保険料基準額（月額）の推移 
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２．第６期の介護保険料基準額 

（１）第１号被保険者の負担率 

第１号被保険者の総給付費に対する負担率は、第１号被保険者と第２号被保険者の

人口比率によって決定します。第５期の第１号被保険者の負担率は 21％でしたが、第

６期は高齢者数の増加により 22％に改正されることが予定されています。 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（２）保険料基準額 

   保険料基準額の算定にあたっての総給付費の見込みは、高齢化の進展に伴う高齢者

数及び要介護認定者数の増加による居宅サービスの利用量の増加、地域密着型サービ

スや特別養護老人ホーム等の施設開設によるサービスの充実が主な上昇の要因となり、

概算で試算したところ、第５期の約 634 億円から約 15％増加し、第６期は約 727 億円

になる見込みです。 

   この総給付費見込額から、第６期の保険料を大まかに試算すると、6,700 円程度に

なると見込まれます。最終的には、現時点において確定されていない要因等を勘案し、

保険料基準額を算定します。 
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          ＜今後の保険料基準額に影響を与える主な要因＞ 

 

①介護報酬の改定 

    平成 27 年 4 月に介護報酬の改定が予定されています。なお、平成 27 年 10 月に予

定されている消費税増税（8％→10%）の影響も含まれる予定です。 

    改定は、保険料の算定に影響を及ぼしますが、個々の介護サービスの単価をはじ

め、現在のところその内容については未定となっています。 

 

②介護給付準備基金の活用 

    第５期での保険料の剰余金は 9億円程度と見込まれ、この剰余金「介護給付準備

基金」は、第６期の保険料の抑制に使います。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．第６期の保険料段階 

 区は、負担能力に応じた負担割合とする考え方に基づき、第５期では保険料段階を 14

段階とし、保険料段階をきめ細かく設定しています。 

  第６期においても、制度改正による低所得者の軽減割合の拡大を図りながら、引き続

き負担能力に応じた負担割合と多段階設定について検討し、安定的な財政運営を実施し

ていきます。 

  

※介護給付準備基金 

 介護保険料については、中期財政運営（3年間）を行うことにより、通

常、計画期間の初年度に剰余金が生じることが見込まれ、当該剰余金を

財源として 2 年度目または 3 年度目の給付費に充てることとなる。その

際の当該剰余金について、適切に管理する必要があるため、保険者はこ

の剰余金を管理するための基金を設置するものとされている。 
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注）基本的に上記算定式にて保険料基準額（月額）を算定しますが、75 歳以上高齢者数、第１号被保険者の所得分

布、介護給付準備基金の取り崩しにより最終的に決定します。 

 

 

 

  

保険料基準額 

第６期 

第６期介護保険料基準額（月額）の試算 

 

  

◎総給付費    約 634 億円（第 5 期）     約 727 億円（第 6 期） 

 

（※総給付費 ＝ 介護保険サービスにかかる保険給付費 + 地域支援事業費） 

 

《主な増加要因》 

   ■高齢化の進展に伴う要介護認定者数の増加 

   ■介護保険サービスの充実による利用量の増加 

   ・居宅サービス（訪問介護、通所介護、ショートステイ 等） 

・地域密着型サービス（小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護 等） 

   ・特別養護老人ホーム 

 

×22%（第 1 号被保険者負担割合） 

 

    第１号被保険者数（第 6 期の 3 年間の累計人数） 

÷12 か月＝保険料基準額（月額）   

保険料概算額（素案時点） 

５，８００円程度 

○介護報酬の改定 等 

○介護給付準備基金等の活用 

第５期 

保険料概算額（素案時点） 

６，７００円程度 

 

《第１号被保険者の保険料基準額の算定方法》 

＜今後の影響要因＞ 

○介護報酬の改定 等 

○介護給付準備基金の活用 

《第６期の総給付費》 

第 6 期の総給付費 

《第６期の介護保険料基準額（月額）》 

（約 15%増）  

保険料基準額 

５，４００円 
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４．平成 37（2025）年のサービス水準等の推計 

  第６期介護保険事業計画の策定にあたっては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者とな

る平成 37（2025）年を見据えて、中長期的な視野に立った施策の展開を図ることが必要

であり、新宿区における平成 37（2025）年のサービス水準等を推計しますが、現在試算

中です。 

  なお、国が試算した全国ベースの推計では、給付の総費用額が平成 26（2014）年の約

10 兆円から平成 37（2025）年は約 21 兆円と約 2倍に増加し、保険料（月額）も第５期

の全国平均 4,972 円から平成 37（2025）年は 8,200 円程度に上昇すると見込んでいます。 

   

 

 

 

 平成 26（2014）年 平成 37（2025）年 備考 

給付の総費用 約１０兆円 約２１兆円 約２倍増 

保険料 ４，９７２円 ８,２００円程度 約３，２００円増 

 

 

  

国が試算した平成 37（2025）年のサービス水準等の推計（全国ベース） 
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第６節 低所得者等への対応 

１．施設サービス及び短期入所サービスの負担額の軽減 

 施設サービスや短期入所サービスを利用する際の居住費・食費について、所得等に応

じた利用者負担限度額を設け、低所得者の負担軽減を図ります。 

 

２．高額介護（予防）サービス費 

 １か月に受けた介護保険サービスの利用者負担の合計額が所得に応じた上限額を超え

た場合、その超えた費用を高額介護（予防）サービス費として支給します。 

 

３．高額医療合算介護（予防）サービス費 

 医療保険及び介護保険の自己負担の合計額が著しく高額になる場合に負担を軽減する

ため、限度額を設け、その限度額を超える差額を高額医療合算介護（予防）サービス費

として保険給付します。 

 

４．社会福祉法人、介護保険サービス提供事業者による利用者負担軽減 

 生計が困難な方を対象に、社会福祉法人等の提供する介護保険サービスの利用者負担

減額を行います。 

 

５．高齢者夫婦世帯等の居住費・食事費用助成 

 高齢の夫婦ふたり暮らし世帯などで一方が介護保険施設に入った場合に、在宅で生活

される配偶者の合計所得金額と課税年金収入額の合計が年額 80 万円以下であり、預貯金

等の資産が 450 万円以下であるなどの条件に該当する場合には、第３段階とみなして居

住費・食費を引き下げます。 

 

６．旧措置入所者への対応 

介護保険制度の施行以前から介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に入所してい

た方（旧措置入所者）に、平成 12 年 4 月 1 日から所得に応じて軽減措置を設けており、

当分の間延長することとされています。また、平成 17 年 10 月から、居住費・食費の自

己負担額が導入されましたが、従前の費用徴収額を上回ることのないよう負担軽減措置

を設けています。 
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７．通所系サービスにおける食事費用助成 

 区の独自施策として、利用者負担第 1段階から第 3段階までの方（生活困難者に対す

る利用者負担軽減措置事業との併用不可）を対象に、登録された区内通所サービス事業

所を利用する場合、1食あたり 200 円の食事費用を助成します。 

 

８．高額介護（予防）サービス費等の貸付 

 高額介護（予防）サービス費が支給されるまでの間や、特定福祉用具販売、住宅改修

等のサービス利用の際は、一時的に多額の自己負担が生じることがあります。この場合、

保険給付されるまでの間、資金の貸し付けを行います。 

 

９．境界層該当者への対応 

 介護保険制度においては、介護保険料や施設サービス等の居住費・食費に利用者負担

限度額、高額介護（予防）サービス費の利用者負担上限額について、本来適用されるべ

き基準を適用すれば生活保護を必要とするが、それよりも低い基準を適用すれば生活保

護を必要としない状態となる方（これを「境界層該当者」という）については、その低

い基準を適用とすることとしています。 
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